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1．はじめに 

ニューヨークと聞くと何を思い浮かべるだろうか。自由の女

神像、セントラルパーク、博物館や美術館、ロックフェラー・

センター等の摩天楼、ブルックリンブリッジ、タイムズスクエ

ア、ブロードウェイミュージカル、ピザやホットドック、と枚

挙に遑がないほどで、ニューヨークは言わずとも知れた大都市

であり人気観光地ではないだろうか。大都市であるニューヨー

ク市だが、やはり都市部や観光地で問題となる道路交通渋滞に

ついて例外なく問題を抱えており、あるデータでは米国の都市

のうち最も車での移動速度が遅いと言われている状況である１），

２）。このニューヨーク市において、2025年1月5日、米国では

初めてとなる混雑料金制度が導入された。本レポートでは、マ

ンハッタン中心部を対象エリアとして導入された混雑料金制

度について、制度概要、導入の背景や目的、経緯及び導入後の

状況について整理する。 

 

2．混雑料金制度の概要 

ニューヨーク市で導入された混雑料金制度の概要は以下の

とおりである。 

名 称：中央ビジネス地区通行料プログラム(Central Business 

District Tolling Program） 

ただし、本レポート中では引き続き「混雑料金制度」

と呼ぶ。 

根拠法：MTA 改革及び交通モビリティ法（MTA Reform and 

Traffic Mobility Act）※ニューヨーク州法 

主 体：料金徴収等の実施主体はニューヨーク都市圏交通公社

（Metropolitan Transportation Authority 。以下

「MTA」と言う。） 

※根拠法の中で料金の設定や徴収といった運営につい

ては、トライボロー橋梁及びトンネル局（Triborough 

Bridge and Tunnel Authority）に指示をしているが、

同局の事業はMTAの事業として展開されている。 

エリア：マンハッタン 60 番街以南の地域に入る自動車が対象

となっているが、一部の高速道路（West Side Highway

等）の走行やヒュー・L・ケアリートンネル（Hugh L. 

Carey Tunnel）から当該高速道路への接続は除外とさ

れている。 

 

図-1 ニューヨークの混雑料金制度の対象エリア３） 

（黄色：対象エリア、黄緑色：除外対象の高速道路とトンネル） 

出典）MTAウェブサイト 

 

しかし、多くの場合、除外された道路と川を渡る道路

の間を移動する車両は、一時的に除外対象となってい

ない道路に接続する必要があり、その際に対象エリア

に入ったと判定され通行料が課せられることになるこ
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とから注意喚起がされている。 

 

図-2a及び図-2b 河川横断進出入時の料金の有無４） 

（左が進入時、右が進出時、赤い矢印は有料、青い矢印は無

料） 

出典）MTAウェブサイト 

 

時間帯：ピーク時間帯と夜間時間帯（ピーク外）の２つの時間

帯が設定されている。ピーク時間帯は、平日午前5時

から午後9時、週末午前9時から午後9時と設定され

ており、これら以外の時間帯は夜間時間帯と設定され

ている。※混雑料金が課されない時間帯はない。 

料 金：料金は、時間帯及び車種により異なる体系となってい

る。導入後は段階的に料金が上がる計画となっており、

次の3フェーズに分けられている。 

①フェーズ１…2025年から2027年 

②フェーズ2…2028年から2030年 

③フェーズ3…2031年以降 

各フェーズでの車種別料金を整理すると以下のとおり

である。なお、以下に記載の料金はE-ZPass利用時の

場合の料金となっている。（E-ZPassとは有料道路の電

子料金徴収システムのことで日本のETCに似たもので

ある。） 

 

表1 各フェーズの料金表 

フェーズ1 

（2025年～27

年） 

ピーク時間 夜間時間 

バイク ＄4.50／日 ＄1.05／日 

乗用車 ＄9.00／日 ＄2.25／日 

小型トラック／バ

ス 

＄14.40／日 ＄3.60／日 

大型トラック／観

光バス 

＄21.60／日 ＄5.40／日 

タクシー ＄0.75／回 

ウーバー／リフト ＄1.50／回 

 

フェーズ2 

（2028年～30

年） 

ピーク時間 夜間時間 

バイク ＄6.00／日 ＄1.40／日 

乗用車 ＄12.00／日 ＄3.00／日 

小型トラック／バ

ス 

＄19.20／日 ＄4.80／日 

大型トラック／観

光バス 

＄28.80／日 ＄7.20／日 

タクシー ＄1.00／回 

ウーバー／リフト ＄2.00／回 
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フェーズ3 

（2031年以降） 

ピーク時間 夜間時間 

バイク ＄7.50／日 ＄1.75／日 

乗用車 ＄15.00／日 ＄3.75／日 

小型トラック／バ

ス 

＄24.00／日 ＄6.00／日 

大型トラック／観

光バス 

＄36.00／日 ＄9.00／日 

タクシー ＄1.25／回 

ウーバー／リフト ＄2.50／回 

 

単位が「日」となっているものについては、毎日０

時を基準時刻としており、1日に１回のみ課金される。

夜間時間帯はピーク時間帯の料金よりも 75％低い料

金設定となっている。また記載の他に、既に通行料が

設定されている４つの有料トンネル(リンカーントン

ネル、ホランドトンネル、クイーンズミッドタウント

ンネル、ヒュー・L・ケアリートンネル)を介してピー

ク時に進入した場合にクレジットが付与されるクロッ

シングクレジット、車両所有者における前暦年の総所

得（連邦調整後）が＄50,000以下である場合にMTAに

登録を行えば、各月の 11 回目以降のピーク時間の利

用が半額になる低所得者割引プラン等の割引や公共交

通機関の利用が困難な障害を持つ個人への免除、スク

ールバスや通勤用の固定ルートバス、緊急車両からの

免除等といったいくつかの例外も存在している。 

 

3．導入の目的 

 ニューヨーク市のマンハッタンは長年にわたり交通渋滞に

悩まされていた。特に、平日の通勤時間帯には道路が過密状態

となり、時には緊急車両が立ち往生してしまうこともあるなど、

住民生活や経済活動に大きな影響を与えていた。MTA の公表に

基づくと、当該エリアには平日 70 万台以上の車両が進入して

おり、移動速度は時速約 4.9 マイルから 7.0 マイル(時速 7.8

キロから 11.2キロ)であり、利用者は 1人あたり毎年平均 117

時間交通渋滞に巻き込まれ、約2,000ドルの損失を被っている

と指摘されている。加えて、排出されるガスにより大気が汚染

され、健康にも悪影響を及ぼしているとしている。 

このような背景の下、交通量の削減及び環境負荷の軽減を図

り、安全で静かでクリーンな、より住みやすい都市の実現を目

指すことが本制度の第１の目的である。 

 もう１つの目的は、同制度から得られる収益を地域の公共交

通網の維持や更新に充てることである。同制度の導入根拠とな

っている「MTA 改革及び交通モビリティ法」においても収益の

80％を地下鉄やバスといった交通システムの資本改善に、10％

をメトロノース鉄道、10％をロングアイランド鉄道の資本プロ

ジェクトに充てるとされている５）。 

 

4．MTAについて 

 次に、収益の使途として設定された地域公共交通機関であ

るMTAについて述べる。MTA公式ウェブサイトによれば、MTAは

北米最大の公共交通機関であり、ニューヨーク市やロングアイ

ランド島等のニューヨーク州南部で鉄道やバスサービスを提

供する複数の公共交通運営機関を統括する公社組織である。具

体的には、ニューヨーク市交通局（New York City Transit）、

MTA バス（MTA Bus Company）、ロングアイランド鉄道（Long 

Island Rail Road）、メトロノース鉄道（Metro-North Railroad）、

MTAブリッジ＆トンネル（MTA Bridges and Tunnels）といった

運営機関に分かれ、概ねニューヨーク市の中心部の地下鉄やバ

スの管理、運営、保守をニューヨーク市交通局が行い、市の中

心部と郊外地域とを結ぶ役割を担っている鉄道やバスの管理、

運営、保守を他の機関が担っている。 

 

図3 MTA路線図６） 

出典）MTAウェブサイト 

 

MTAの2024年アニュアルレポート７）に基づけば、2024年第

4四半期（2024年10月～同年12月末）における、平日の1



 

                     

ワシントン国際問題研究所レポート                      2025年 3月号｜JTTRI｜p. 4 

日平均利用者数は、地下鉄で400万人、ロングアイランド鉄

道で26万7千人、メトロノース鉄道で22万3千人、バスで

140万人となっており、全てのモードで利用者数は増加傾向に

あるとのことである。 

他方で財務状況については、2024年12月に公表された

2025年度予算及び2025年～2028年財務計画の資料８）に拠れ

ば、年間約200億ドル規模の運営予算のうち運賃等の収入で

は半分も賄えておらず、行政からの補助金等に依存してい

る。さらに2027年以降は現行の補助金等を踏まえた枠組みで

想定しても、約4億ドルの不足が生じる可能性があるとされ

ており、新型コロナウイルス感染症によるパンデミックから

回復して来ているものの非常に厳しい財政状態が続いてい

る。 

アニュアルレポートに拠れば、MTAは、2,000マイル以上

（3,218キロ以上）の線路を保有し、700以上の地下鉄駅と鉄

道駅を有しており、鉄道車両数は8,700台以上、バス車両数

は5,800台以上にも及ぶと示されており、非常に多くの施設

や車両を有していると言える。しかし、過去の報道等をみて

いるとこれらのインフラ資産に対して長年に渡り十分な保守

が行われていなかったとされている。例えば、朝の通勤時間

帯における線路火災、各種設備故障による遅延といったトラ

ブルが相次ぎ、2017年に当時のニューヨーク州知事であった

アンドリュー・クオモ氏が地下鉄の非常事態宣言を発し、10

億ドルの救済計画を発表した程であったようである。 

 このようにMTAは北米最大の公共交通機関でありながら

も、財政状況は厳しく、巨大なインフラ資産の維持管理が十

分に行うことが出来ていないという課題を抱えている状況に

あることが分かる９）,１０）。 

 

5．導入まで経緯 

 さて、ここからは混雑料金制度に戻って話をしていく。根拠

法である MTA 改革及び交通モビリティ法は 2019 年にニューヨ

ーク州議会にて議決されたものであるが、混雑料金制度につい

て議論されてきた経緯は非常に長い。 

大きなきかっけとなったのは 2007 年に当時ニューヨーク市

長であったブルームバーグ氏が混雑料金制度の提案を行い、多

くの市民が賛同したことであると言われている。2007年以前か

ら老朽化したMTAへの投資の必要性を訴えていたグループやそ

れまで交通を活動の中心としていなかった環境保護団体等に

おいても、2003年にロンドンで導入された混雑料金制度の成功

を目の当たりにして、支持が広がっていた。 

しかしながら 2007 年当時の州議会においては、マンハッタ

ン以外のニューヨーク市内の4つの自治区から選出された議員

らが、当該自治区は公共交通のアクセスが悪く、マンハッタン

に近い近隣地域よりも自動車への依存度が高いことから、当該

自治区の住民負担が増加することへの懸念から、同制度に反対

の立場をとっていたこと等から議決には至らなかったとのこ

とである１１）。 

その後、前述のとおり、2017年にMTAのトラブルが相次ぐ中、

数十名の負傷者を出してしまった地下鉄の脱線事故を受け、当

時のニューヨーク州知事であったアンドリュー・クオモ氏が非

常事態宣言を発しMTAの救済を命じた。その一環として、同氏

が渋滞料金制度を再び支持し、議論が再燃した結果、2019年に

州議会で議決された。本制度の実施には連邦政府の承認が必要

であり、特にMTAには環境アセスメントの実施が求められたが、

当時大統領であったトランプ氏とクオモ氏の間で移民問題へ

の意見相違等もあり、連邦政府による承認が進まなかったとさ

れている１２）。バイデン政権となった2021年に環境アセスメン

トの手続きが正式に開始され、パブリックコメント等を経て

2023年に承認された１３）。 

その後、料金体系を決定し 2024年 4月に MTAから同年 6月

末に混雑料金制度を実施すると公表した１４）。しかし現ニューヨ

ーク州知事であるキャシー・ホークル知事が制度導入直前であ

る 6 月 5 日に導入を無期限で停止するとの指示を出した１５）。

公表された内容によれば、新型コロナウイルス感染症によるパ

ンデミックが労働者世帯に与えた影響を考慮すると、負担が大

きいという趣旨での停止指示であるとされている。しかし、多

くの報道では同年 11 月 5 日の大統領選挙や議会選挙を睨んだ

政治的利用だとした厳しい意見が多かった。 

その後、11月18日に、MTAは2025年1月5日に混雑料金制

度が開始されると改めて公表した１６）。そして、11 月 22 日に、

連邦高速道路局（Federal Highway Administration以下「FHWA」

と言う。）からバリュープライシング・パイロット・プログラム

（Value Pricing Pilot Program以下「VPPP」と言う。）として

実施することについて正式に承認を受けたとの発表をMTAが行

っている１７）。開始にあたっては、利用者の負担を考慮し、6月

に予定されていた金額から減額することになった（乗用車の場

合で平日ピーク時の料金を15ドルから9ドルへ減額）。報道で
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は、大統領選挙の影響を指摘するものが多く、2025 年 1 月 20

日のトランプ政権発足後に制度開始を妨げられることが無い

よう、同政権発足前までに早急に開始する動きになったと指摘

されている。実際に大統領選挙期間中にトランプ氏は同制度に

ついては自身の出身地でもあるニューヨークにとって悪いも

のだとして、就任後には廃止すると公言していた。 

 

6．導入後の状況 

6.1 導入後の効果について 

 2025年 1月 14日、MTAは制度導入１週間の効果について、

データを公表した１８）。公表された内容では開始後 1 週間とい

う短い期間である為、評価を下すには時期尚早であると前置き

しているが、月曜日から金曜日にかけ当該エリアに進入した車

両は約 219,000台減少し、およそ 7.5％の交通量が削減された

とのことである。ルートにもよるが、移動時間も改善されてお

り、最大で30％から40％短縮されたとのことである。ただし、

これらの数値は、一部推定値を基に算出されているほか、今年

初めの特に寒冷であった気象条件による道路交通量の減少も

影響しているため、その正確性には留意が必要であるともして

いる。加えて、1月 29日の MTAの理事会では、2025年 1月の

地下鉄利用者数は、2024年1月と比較して平日が7.3％、週末

が 12.2％増加していると述べられていた。一方、2024 年秋は

2023年秋に比べて平日が 4％から 6％、週末が 9％から 14％増

加しており、2023年から 2024年の一年間においても利用者数

の増加が見られているため、本年1月の利用者数の増加につい

ても同制度がどの程度寄与したかを判断することは難しいと

しつつ、道路渋滞の緩和と相関して公共交通機関の利用が伸び

ていることは事実であり、否定されるものではないとの見方を

示していた。 

 

図-4 MTA地下鉄利用者数の動向 

出典）ＭＴＡウェブサイト１９） 

 その他の報道等においても、1 月はもともと交通量の少ない

時期であることから定量的な評価は難しいとしつつも、交通量

は減っている状況にあることを報じている。利用者へのインタ

ビュー調査においても「遅刻を心配する必要が無くなった。」、

「職場で上司から、なぜ早く来たのかと尋ねられたが、以前は

とてつもなく時間がかかっただけであり、今はとても幸せだ。」、

「人生の30分、45分という時間を取り戻すことが出来るのは、

これまで考えもしなかったことだ。」等、移動時間が短縮された

ことを実感し、満足する声が挙げられた。一方で、「渋滞料金を

ドライバーが支払わなければならないという考えが好きでは

ない。」、「ぼったくられているような気分だ。」、「バスの座席が

見つからず次のバスを待たなければならなかったので私の移

動時間は遅くなった。」、「料金対象エリア外が混雑しているよ

うな気がする。」と高額な料金への不満の声や元々公共交通機

関を利用していた利用者や今回の料金対象エリア外の利用者

からは公共交通機関の混雑増加に対する不満の声も上がった２

０）,２１）。さらに最も高額な料金が課せられる大型トラックを使

用している会社等では配送料の値上げを検討せざるを負えな

いといった声もあり、エリア内で飲食店を営むオーナーは、「配

送料が値上がるとなると値上げをせざるを得ない。」との声も

聞かれるなど、飲食店や小売店でも連鎖的な値上げをせざる得

ない状況も生じている。２２） 

 

6.2 トランプ政権での対応について 

 今年1月に就任したトランプ大統領は、前述の通り、本制度

はニューヨーク市の経済にとって有害であるとして反対の意

向を示している。 

2月19日には、米国運輸省（Department of Transportation）

長官であるショーン・ダフィ氏からホークル知事に宛てた書簡

２３）にてVPPPの承認を取り消す旨が伝えられた。書簡の中では、

次の2点を理由として挙げている。 

①VPPPは料金徴収の一般的な禁止の例外の1つであって、こ

れまでの原則的な考え方は、連邦政府の資金が投入され建設さ

れた道路は通行料を徴収することはできないとしてきており、

今回の仕組みではこの主要な都市地域を車両で移動したい、ま

たは移動する必要がある多くのドライバーに無料で利用でき

る代替手段を提供していないこと。 

②通行料の設定に関し、渋滞を緩和するために必要な金額で

はなく、主に公共交通機関の収入を増やすために設定されてお
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り、つまりこのパイロットプログラムは、VPPPの目的である渋

滞緩和のための通行料を課すという点から逸脱していること。 

また、書簡の中において、今回のVPPPの承認取り消しは、前

政権からの方針変更によるものであることを認めてはいるも

のの、元来パイロットプログラムであったため、上述の理由で

中止することについても問題が無いと考えているといったこ

とが記されている。なお、具体的な終了日は記載されておらず

FHWA は秩序ある終了に取り組むとしており、2 月 19 日以降も

制度自体は継続されている。 

一方で、この書簡を受けたホークル知事はMTAと共に同日19

日に会見を行った。会見では、本制度の開始後の成果に触れた

うえで、トランプ大統領とは何度も話しを重ね説明を行ってき

たとしつつも、私たちはこうなる可能性があることも予見して

いたため、直ちに訴訟を提起したと述べた。実際に会見の前に

MTAから DOTに対して連邦政府の命令に異議を唱える訴訟が起

こされていた。訴状はおよそ50頁にもなっていることから、ホ

ークル知事やMTA側の周到な準備が伺える。その他にも会見の

中では 4 年間の環境調査、4000 ページに及ぶ環境レビューの

後、米国運輸省が方針を逆転させようとするのは不可解だとも

指摘していた。 

最後にこの 2 月 19 日の一連のやり取りの中で場外戦の様な

ものではあるが、SNS 上で目を引くやり取りがなされていたの

で紹介したい。ホワイトハウスの公式アカウントがX上でトラ

ンプ大統領を王様に見立てたコメントを発信したところ、それ

に対しホークル知事が、「我々は王によって統治される国では

無く、法治国家である。」と応酬している。これらの発信につい

てはインパクトもあることから多くの報道機関で取り上げら

れており、結果として本件について注目が集まっているようで

ある。 

 

図-5a及び図-5b SNS上でのホワイトハウス及びホークル知

事のコメント２４）,２５） 

出典）X(The White House & Governor Kathy Hochul)  

 

7．おわりに 

 本制度を導入した主目的である道路交通量の削減について

は、未だ導入後の経過期間が短い為、評価を下すことは難しい

とは思うが、各種公表データや報道されている市民（利用者）

の声を見ていると、一定の効果は生じていると言って問題ない

であろう。しかしながら、トランプ政権による制度廃止の動き

が起こされており、直ちに終了するものでは無いようであるが、

制度の存続については司法の場に移されており、今後の先行き

は不透明な状況となっている。 

本レポートは主に実施主体となっているMTAから発信されて

いる情報を基に執筆しており、特に道路混雑解消によるマクロ

的な経済効果にフォーカスされていたが、本制度が与える影響

や効果を把握するためには、当該地域の小売店への影響等ミク

ロ的な経済効果（影響）についても検証することが重要である

と考える。 

この制度が多くの利用者に受容されるためには、利用者にと

っては、渋滞が解消され、これまでよりも快適である道路利用

のために支払う料金として認識してもらうこと、安価な公共交

通機関という選択肢もあるのだと理解してもらい、個々人の

時々の状況や環境に応じた選択の幅が広がったものと捉えて

もらうことが大事では無いかと考える。そのためにも公共交通

機関はこれまで以上に安全で利便性の高いサービスを提供す

ることが重要になると考える。 

本制度の見通しは不透明ではあるが、引き続き、今後の動向

を注視してまいりたい。 
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